
 
 

公示第１９号 

令和３年１月２０日 

入 札 公 告 

 

次のとおり、一般競争入札（総合評価落札方式）に付します。 

 

 

支出負担行為担当官               

千葉労働局総務部長 坂根 登 

           

１ 概要及び日程等 

(１)調達件名及び数量 
令和３年度中小企業・小規模事業者等に対する働き方改

革推進支援事業（窓口相談・セミナー等による支援） 

(２)履行期間又は履行期限 令和３年４月１日（予定）から令和４年３月３１日まで 

 ただし、契約締結日（履行期間又は契約期間の初日）

までに 政府予算案（暫定予算含む）が成立していない

場合は、契約締結日は予算が成立した日以降とする。ま

た、暫定予算となった場合は、契約内容等について変更

が生じる可能性や、本事業に係る予算の決定状況によっ

て仕様の内容について変更が生じる可能性があるので、

その際は別途協議する。 

(３)履行場所 支出負担行為担当官が別途指定する場所 

(４)契約方法 一般競争入札（総合評価札方式） 

(５)入札説明書の交付 
この公告の日から競争参加資格確認関係書類等の提出期限まで 

（下記２（２）のメールアドレスに申し込んだ者に電子メールで交付） 

(６)入札説明会の日時及び

場所 
令和 3年 2月 2日（火） 

10 時 30 分 

千葉労働局 3F 

労働基準部会議室 

(７)競争参加資格確認関係

書類等及び技術提案書

の提出期限 

令和 3年 2月 16 日（火） 必着 

(８)入札書の提出期限 令和 3年 2月 16 日（火） 必着 

(９)開札の日時 
令和 3年 3月 2日（火） 13 時 30 分 

当日の立ち会いは不要です 

２ 照会先 

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒260－8612  千葉県千葉市中央区中央4-11-1千葉第2地方合同庁舎2F 

千葉労働局総務部総務課 会計第二係 

担当：熊木 

電話：043-221-4311 

メールアドレス：kumaki-akira@mhlw.go.jp 

 

（２）入札説明書の交付場所、提案書類の提出場所及び仕様に関する問い合わせ先 

〒260－8612  千葉県千葉市中央区中央4-11-1千葉第2地方合同庁舎2F 

千葉労働局雇用環境・均等室 



 

担当：居石、進藤 

電話：043-306-1860 

メールアドレス：12roudou@mhlw.go.jp 

 ※入札説明書の交付希望者は電子メールにて交付希望の連絡を入れること 

３ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補

助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該

当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和 01・02・03 年度（平成 31・32・33 年度）厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）におい

て、厚生労働省大臣官房会計課長から「役務の提供等」でＢ、Ｃ又はＤ等級に格付され、関東甲信越

地域の競争参加資格を有する者であること。 

（４）厚生労働省から指名停止を受けている者でないこと。 

（５）資格審査申請書及び添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

（６）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

（７）その他予算決算及び会計令第 73 条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者で

あること。 

４ 入札方法等 

（１）入札方法 

入札金額は総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10

パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記

載すること。また、契約金額は概算契約における上限額であり、事業終了後、事業に要した額の確

定を行い、実際の所要金額が契約金額を下回る場合には、実際の所要金額を支払うこととなる。 

（２）電子入札の可否  可  

本入札案件は電子調達システムにて行う。なお、電子調達システムによりがたい者は、支出負担

行為担当官に申し出た場合に限り、紙入札方式に代えることができる。 

（３）開札の執行 

   令和３年３月２日（火）13時 30 分 

   千葉労働局 １F共用会議室 

感染症予防の観点から入札参加者の立会は認めず、当省の契約と関係の無い職員を立ち会わせて開

札を行う。 

５ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金  免除 

（３）入札者に要求される事項 

期日までに入札説明書別紙３により令和 01・02・03 年度（又は平成 31・32・33年度）厚生労働省

競争参加資格（全省庁統一資格）の写し等を上記２（１）までに電子調達システムにより提出するこ

と。 

また、紙入札において、郵送（書留郵便に限る。）による提出の場合は、上記４（１）あてに受領

期限の前日までに到着するように送付しなければならない。未着の場合、その責任は参加者に属す

るものとする。 

また、入札に参加を希望する者は、上記書類とあわせて競争参加資格に関する誓約書及び暴力団

等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならず、入札者は、支出負担行為担当官から当該書類

に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

（４）入札の無効 



 

本公告に示した競争参加資格のない者、入札者に求められる義務を履行しなかった者その他入札

の条件に違反した者が提出した入札書は無効とする。 

また、入札に参加した者が、（３）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に

反することとなったときは、当該入札書は無効とする。 

（５）契約書作成の要否  要 

（６）落札者の決定方法 

入札説明書の規定に従い入札書を提出した入札者のうち、競争参加資格及び仕様書の要求要件を

すべて満たし、入札説明書において明らかにした性能等の要求要件のうち必須とされた項目の最低

限の要求要件を全て満たし、契約を履行できると支出負担行為担当官が判断した者であって、当該

入札者の入札価格が予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で総合評

価点が最も高い者をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（７）手続における交渉の有無  無 

 

（８）その他   

詳細は入札説明書及び仕様書による。 

担当者等から提出される入札関係書類は事業者としての決定であることを要し、押印が省略され

た入札関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金の徴取をする場合がある。 


